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令和４年参議院議員通常選挙に伴う対応状況について 

 

 参議院議員通常選挙にあたり、我が国が直面している諸課題の解決に向け、全国知

事会が実現を望む項目について、各政党の政権公約に盛り込むとともに、活発な政策

論争が行われるよう、各政党へ要請活動を行った。 

 また、全国知事会から申し入れた各提言項目に対する各政党からの回答について、

記者会見を行い公表した。概要は以下のとおりである。 

 

１ 要請の実施方法 

（１）「新たな日本の創生に向けた提言」により、政党要件を満たす９つの政党を対象

として要請活動を実施 

（２）同提言に対する回答を求め、その結果を公表 

 
２ 実 績 

  ５月１６日  国民運動本部会合の開催（実施方法・提言内容の決定） 

  ５月１６日   

１８日   

  ６月２０日  各政党からの回答結果の公表 

 

３ 各政党からの回答の概要 

○ 全５５項目中、新型コロナウイルス感染症対策の強化や地方経済に対する支援、

地方創生の実現、少子化対策と子どもの健全な成育・教育支援の強化、脱炭素社会

の推進など、５３項目（９６％）で概ね賛同（賛同が７政党以上）が得られ、その

うち３７項目（６７％）に関しては全政党が賛同した。 

○ 一方、合区解消やキャッシュレス基盤の構築など、２項目で賛否が分かれた（賛

同が６政党以下）。 

○ 総じて、各政党と地域の諸課題に関する問題意識を共有できたが、引き続き、地

方としての役割を果たすべく、最善を尽くしていく。 

 

項 目 
賛

成 

反

対 

賛否

表明

せず 

１―① 感染抑制と社会経済活動の両立に資する具体的対策の提示 ９ ０ ０ 

１－② 基本的な感染対策の再徹底、感染状況に応じた具体的対策の強

化 
９ ０ ０ 

１－③ 無料ＰＣＲ検査等の拡充 ９ ０ ０ 

１－④ ワクチン接種の円滑な実施 ８ ０ １ 

１－⑤ 保健所機能の強化 ９ ０ ０ 

１－⑥ 治療薬の活用促進等 ９ ０ ０ 

１－⑦ 医療提供体制の確保のための財政措置等 ９ ０ ０ 

１－⑧ コロナ対策の検証、中長期的な制度設計における地方との十分

な協議と意見の反映 
９ ０ ０ 

１－⑨ 事業者への大胆な経済支援・生活支援と雇用対策の実施 ９ ０ ０ 

１－⑩ 地方と連携した新型コロナウイルス感染症に対する偏見・差別

等の排除 
９ ０ ０ 

１－⑪ コロナ禍において顕在化した女性への影響と課題に対応する

ための支援 
９ ０ ０ 

要請活動の実施 

資料２３ 
（報告） 
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項 目 
賛

成 

反

対 

賛否

表明

せず 
２－① 権限・財源移譲や計画の統廃合、国・地方の役割分担の見直し

などによる地方分権改革の推進 
７ １ １ 

２－② 地方との実質的な対話・連携による施策の推進や立法プロセス

への地方の関与の仕組みの強化 
９ ０ ０ 

２－③ 憲法における地方自治の本旨の明確化と合区解消 ５ ３ １ 

２－④ 地方一般財源総額の確保・充実をはじめとする安定した地方税

財政制度の確立 
９ ０ ０ 

３－① デジタル田園都市国家構想の推進に当たっての地方の意見の

反映 
８ １ ０ 

３－② ５G の整備加速化及び未来技術を活用した Society5.0 の実装

支援 
８ ０ １ 

３－③ 人材育成の核となる地方大学等への支援、地方への人の流れの

創出 
９ ０ ０ 

３－④ 地方が行う観光施策や DMO に対する支援・インバウンド需要の

回復促進 
９ ０ ０ 

３－⑤ 分散型の国づくりに向けた「地域公共交通ネットワークの維

持」及び「地方創生回廊」の早期構築 
８ ０ １ 

３－⑥ 予防・健康づくりの取組に対する支援の充実 ９ ０ ０ 

４－① 各産業の早期再建に向けた支援体制の構築 ８ １ ０ 

４－② 防災・減災、国土強靱化の強力かつ計画的な推進 ９ ０ ０ 

４－③ 地方自治体の機能喪失時における広域応援・受援体制の構築 ９ ０ ０ 

４－④ 拉致問題の解決を始めとした北朝鮮への断固とした対応 ８ １ ０ 

４－⑤ 原子力災害時の災害対応のための体制整備 ９ ０ ０ 

４－⑥ 原子力施設に対する武力攻撃への対応 ７ １ １ 

５－① 地域医療構想の実現に当たっての丁寧な協議・検討及び必要な

財源の確保 
７ ２ ０ 

５－② 感染症などの危機的事象に耐えうる今後の医師確保、偏在対策 ８ １ ０ 

５－③ 地域包括ケアシステム構築のための支援の強化 ９ ０ ０ 

５－④ 健康立国の実現及びそれに関する各種制度等に対する支援の

充実 
７ １ １ 

６－① 「こども家庭庁」創設を契機とする子ども関連政策の抜本的強

化 
９ ０ ０ 

６－② 切れ目のない支援による少子化対策、国民健康保険の国庫負担

減額調整措置の廃止 
８ ０ １ 

６－③ 子どもの貧困対策等の強化 ９ ０ ０ 

６－④ 地方が必要とする教職員定数の確保、専門・外部人材の更なる

充実 
９ ０ ０ 

６－⑤ 教育の情報化への財政的支援と情報化による学びの保障 ９ ０ ０ 

６－⑥ ヤングケアラー、不登校児童生徒等、学びが困難な環境にある

方への支援強化 
９ ０ ０ 

７－① コロナ後の成長をけん引する地域経済の確立に向けた財政支援 ９ ０ ０ 
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項 目 
賛

成 

反

対 

賛否

表明

せず 

７－② 新しいビジネスモデルへの転換支援 ９ ０ ０ 

７－③ 研究開発の取組、資金繰り・投資促進、海外展開の支援 ９ ０ ０ 

７－④ 国産木材の需要創出及び技術開発・人材育成に対する支援の拡

充 
９ ０ ０ 

７－⑤ 地方が利用しやすい官民共同利用型キャッシュレス基盤の構  

    築 
６ ２ １ 

７－⑥ 豚熱に関する長期的支援とアフリカ豚熱に備えた水際対策強

化等の実施 
９ ０ ０ 

７－⑦ 強い農業と活力ある農村の実現に向けた財政支援等の強化 ８ ０ １ 

７－⑧ 外国人材受入れに係る地方等の意見の反映 ８ １ ０ 

８－① 孤独・孤立対策の推進 ９ ０ ０ 

８－② 就職氷河期世代の活躍を促進する仕組みづくり・気運醸成等と

財政的支援 
９ ０ ０ 

８－③ 新しい働き方に必要な法や社会保障制度に関する整備の検討 ９ ０ ０ 

８－④ 地域女性活躍推進交付金の制度継続及び十分な財源の確保 ９ ０ ０ 

８－⑤ 差別解消に向けた対策の実施及び人権課題に係る財源の確保・

充実 
９ ０ ０ 

９－① 脱炭素社会の早期実現及び地域との共生ができる再生可能エ

ネルギーの導入促進 
９ ０ ０ 

９－② 水素社会の早期実現に向けた技術開発・研究、規制緩和 ８ ０ １ 

９－③ 循環型社会の形成に向けた３Ｒ・プラスチックごみ対策、鳥獣

対策の充実・強化等 
９ ０ ０ 

10－① 大阪・関西万博、ワールドマスターズゲームズ関西、アジア競

技大会・アジアパラ競技大会の成功及びその効果・レガシーを

波及・継承する施策の実施 

７ １ １ 

10－② スポーツ・文化と他産業の融合、アスリート等の育成・強化 ９ ０ ０ 

 

 

各政党からの回答は，全国知事会のホームページで公表 

https://www.nga.gr.jp/data/activity/committee_pt/kokuminundouhonbu/R4

/1655705447385.html 

https://www.nga.gr.jp/data/activity/committee_pt/kokuminundouhonbu/R4/1655705447385.html
https://www.nga.gr.jp/data/activity/committee_pt/kokuminundouhonbu/R4/1655705447385.html

